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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第３部門第４区分
【発行日】平成22年4月15日(2010.4.15)

【公開番号】特開2009-62564(P2009-62564A)
【公開日】平成21年3月26日(2009.3.26)
【年通号数】公開・登録公報2009-012
【出願番号】特願2007-229790(P2007-229790)
【国際特許分類】
   Ｃ２３Ｃ  14/08     (2006.01)
   Ｈ０１Ｌ  41/18     (2006.01)
   Ｈ０１Ｌ  41/187    (2006.01)
   Ｈ０１Ｌ  41/24     (2006.01)
   Ｈ０１Ｌ  41/09     (2006.01)
   Ｃ２３Ｃ  14/34     (2006.01)
   Ｃ０１Ｇ  25/00     (2006.01)
   Ｂ４１Ｊ   2/045    (2006.01)
   Ｂ４１Ｊ   2/055    (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｃ２３Ｃ  14/08    　　　Ｋ
   Ｈ０１Ｌ  41/18    １０１Ｚ
   Ｈ０１Ｌ  41/18    １０１Ｊ
   Ｈ０１Ｌ  41/22    　　　Ａ
   Ｈ０１Ｌ  41/08    　　　Ｊ
   Ｈ０１Ｌ  41/08    　　　Ｌ
   Ｃ２３Ｃ  14/34    　　　Ｒ
   Ｃ０１Ｇ  25/00    　　　　
   Ｂ４１Ｊ   3/04    １０３Ａ

【手続補正書】
【提出日】平成22年3月2日(2010.3.2)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基板上に下記式（Ｐ）で表されるペロブスカイト型酸化物を含む強誘電体膜を成膜する
方法であって、
　成膜する前記強誘電体膜の膜組成に応じた組成のターゲットと前記基板とを対向配置さ
せ、下記式（１）及び（２）を充足する成膜条件で、スパッタ法により成膜することを特
徴とする強誘電体膜の成膜方法。
（Ｐｂ１－ｘ＋δＭｘ）（ＺｒｙＴｉ１－ｙ）Ｏｚ・・・（Ｐ）、
（式中、ＭはＢｉ及びランタニド元素からなる群より選ばれた少なくとも１種の元素であ
る。
０．０５≦ｘ≦０．４。
０＜ｙ≦０．７。
　δ＝０及びｚ＝３が標準であるが、これらの値はペロブスカイト構造を取り得る範囲内
で基準値からずれてもよい。）
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　４００≦Ｔｓ（℃）≦５００・・・（１）、
　３０≦Ｄ（ｍｍ）≦８０・・・（２）
（式（１）及び（２）中、Ｔｓ（℃）は成膜温度、Ｄ（ｍｍ）は基板とターゲットとの離
間距離である。）
【請求項２】
　基板上に下記式（Ｐ）で表されるペロブスカイト型酸化物を含む強誘電体膜を成膜する
方法であって、
　成膜する前記強誘電体膜の膜組成に応じた組成のターゲットと前記基板とを対向配置さ
せ、下記式（３）及び（４）を充足する成膜条件で、スパッタ法により成膜することを特
徴とする強誘電体膜の成膜方法。
（Ｐｂ１－ｘ＋δＭｘ）（ＺｒｙＴｉ１－ｙ）Ｏｚ・・・（Ｐ）、
（式中、ＭはＢｉ及びランタニド元素からなる群より選ばれた少なくとも１種の元素であ
る。
０．０５≦ｘ≦０．４。
０＜ｙ≦０．７。
　δ＝０及びｚ＝３が標準であるが、これらの値はペロブスカイト構造を取り得る範囲内
で基準値からずれてもよい。）
　５００≦Ｔｓ（℃）≦６００・・・（３）、
　３０≦Ｄ（ｍｍ）≦１００・・・（４）
（式（３）及び（４）中、Ｔｓ（℃）は成膜温度、Ｄ（ｍｍ）は基板とターゲットとの離
間距離である。）
【請求項３】
　前記一般式（Ｐ）において、ＭがＢｉであることを特徴とする請求項１又は２に記載の
強誘電体膜の成膜方法。
【請求項４】
　前記一般式（Ｐ）において、０．０５≦ｘ≦０．２５であることを特徴とする請求項１
～３のいずれかに記載の強誘電体膜の成膜方法。
【請求項５】
　前記一般式（Ｐ）において、０＜δ≦０．２であることを特徴とする請求項１～４のい
ずれかに記載の強誘電体膜の成膜方法。
【請求項６】
　前記一般式（Ｐ）において、Ｓｉ，Ｇｅ，及びＶを実質的に含まないことを特徴とする
請求項１～５のいずれかに記載の強誘電体膜の成膜方法。
【請求項７】
　　請求項１～６のいずれかに記載の強誘電体膜の成膜方法によって成膜されたことを特
徴とする強誘電体膜。
【請求項８】
　バイポーラ分極－電界曲線において、正電界側の抗電界をＥｃ１とし、負電界側の抗電
界をＥｃ２としたとき、（Ｅｃ１＋Ｅｃ２）／（Ｅｃ１－Ｅｃ２）×１００（％）の値が
２５％以下であることを特徴とする請求項７に記載の強誘電体膜。
【請求項９】
　多数の柱状結晶からなる膜構造を有することを特徴とする請求項７又は８のいずれかに
記載の強誘電体膜。
【請求項１０】
　３．０μｍ以上の膜厚を有することを特徴とする請求項７～９のいずれかに記載の強誘
電体膜。
【請求項１１】
　請求項７～１０のいずれかに記載の強誘電体膜と、該強誘電体膜に対して電界を印加す
る電極とを備えたことを特徴とする強誘電体素子。
【請求項１２】
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　請求項１１に記載の強誘電体素子からなる圧電素子と、
　液体が貯留される液体貯留室及び該液体貯留室から外部に前記液体が吐出される液体吐
出口を有する液体貯留吐出部材とを備えたことを特徴とする液体吐出装置。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００３１】
　焼結助剤やアクセプタイオンによって強誘電性能が低下することが知られている。本発
明では焼結助剤やアクセプタイオンを必須としないので、焼結助剤やアクセプタイオンに
よる強誘電性能の低下が抑制され、ドナイオンの添加による強誘電性能の向上が最大限引
き出される。なお、本発明では、焼結助剤やアクセプタイオンを必須としないが、特性に
支障のない限り、これらを添加することは差し支えない。


	header
	written-amendment

